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１．調査概要
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46
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16
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43

20

3

1

51

44

電気・ガス製品

陸運業

海運業

空運業

倉庫・運輸関連業

情報・通信業

卸売業

小売業

銀行業

証券／商品先物取引業

保険業

その他金融業

不動産業

サービス業

医療・病院

学校法人

水産・農林業

鉱業

建設業

その他

25

11

10

39

26

8

6

7

9

6

5

27

54

48

11

56

食料品

繊維製品

パルプ・紙

化学

医薬品

石油・石炭製品

ゴム製品

ガラス・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

機械

電気機器

輸送用機器

精密機器

その他製品製造

調査概要 ～業種～

• リサーチ会社モニター 調査対象企業：900社
うち製造業：261社、非製造業：639社

• 三菱UFJ信託銀行の企業年金のお取引先 調査対象企業：176社
うち製造業：87社、非製造業89社

製造業(348社・32.3％) 非製造業(728社・67.7％)



ガイド

ガイド

5

3,001人以上

457社

（42.5％）

1,001人以上

3,000人以下

258社

（24.0％）

1,000人以下

361社

（33.6％）156

205

170

88

117

114

226

人

人

人

人

人

人

人～

調査概要 ～従業員数～

10,001人～

5,001～10,000人

3,001～5,000人

2,001～3,000人

1,001～2,000人

501～1,000人

～500人

• リサーチ会社モニター 調査対象企業：900社
うち3,001人以上：430社、1,001人以上～3,000人以下：210社、1,000人以下：260社

• 三菱UFJ信託銀行の企業年金のお取引先 調査対象企業：176社
うち3,001人以上：27社、1,001人以上～3,000人以下：48社、1,000人以下：101社

n=1,076
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調査概要

※集計においては選択肢の「分からない・回答できない」「制度無し・制度適用外」をベースから除いた

1,000人以下 94社 17.8% 267社 48.7% 361社 33.6%

1,001～3,000人 109社 20.6% 149社 27.2% 258社 24.0%

3,001～10,000人 143社 27.1% 88社 16.1% 231社 21.5%

10,001人以上 182社 34.5% 44社 8.0% 226社 21.0%

合計 528社 49.1% 548社 50.9% 1076社 100.0%

上場企業 非上場企業 合計＜回答企業数＞

※集計においては選択肢の「分からない・回答できない」「制度無し・制度適用外」をベースから除いた

※100％積み上げ横棒グラフの集計において、回答者のいない選択肢はグラフ中表示しない

(1)調査名 ：  人事・退職給付一体サーベイ

(2)調査方法 ：  リサーチ会社を利用したWEBアンケート

(3)調査期間 ：  2025年8月18日(月)~9月19日(金)/9月13日(土)~10月19日(日)

(4)調査対象 ：  三菱UFJ信託銀行の企業年金お取引先(2章～5章)

   リサーチ会社モニター(2章～9章)

(5)設問数 ：  75問(回答社属性含む) （注）本資料においては、調査結果の一部のみを掲載し、全体は
アンケートにご回答いただいたお客様へのみ公開しております
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2.正社員の定年延長およびシニア活躍推進

の実施状況
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1：54.6%

2：0.8%

3：2.3%

4：0.6%

5：0.4%

6：31.7% 7：0.2%

9：0.4%

11：1.9%

12：2.9%

13：2.7%

14：1.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1：60歳 2：61歳
3：62歳 4：63歳
5：64歳 6：65歳
7：66歳 8：67歳
9：68歳 10：69歳
11：70歳以上 12：60～64歳の間で選択定年（上限年齢が65歳未満）
13：65歳以上の選択定年（上限年齢が65歳以上） 14：定年はない

現在の定年年齢

• 「60歳定年」の割合は54.6％

• 一方、「65歳以上定年(選択定年および定年なしも含む)」が38.2％

BQ1

n=476

60歳定年 65歳以上定年(38.2％)
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1：19.9% 2：5.0% 3：9.2% 4：6.5% 5：3.6%

6：1.5%

7：29.7% 8：23.4% 9：1.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1：61歳以上の定年延長・定年廃止を実施済みであり、更なる引上げは予定しない

2：2025年度に実施予定

3：2026年度に実施予定

4：2027年度に実施予定

5：2028年度に実施予定

6：2029年度以降に実施予定

7：実施時期は未定

8：60歳定年のままであり、定年延長・定年廃止の実施予定はない

9：その他

今後の定年延長等の動向

• 定年延長予定は、「実施済」19.9％と「実施予定（時期未定含む）」55.5％の合計で75.4％を占め、今後
も定年延長・定年廃止の企業の増加が見込まれる

BQ5

実施予定(55.5％)

定年延長・定年廃止を実施(予定含む) （75.4％）

実施済（19.9％）

n=337
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22.2%

20.9%

17.1%

3.2%

15.2%

7.0%

21.5%

9.5%

16.5%

11.4%

12.0%

3.8%

17.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

旧定年前には行動・能力に関する評価があるが、旧定年後は行動・能力に関する評価を行わない

旧定年前には業績・成果に関する評価があるが、旧定年後は業績・成果に関する評価を行わない

旧定年前には実施していない評価手法を用いる

（３６０度評価を旧定年後にのみ取り入れる等）

旧定年前には評価を実施していたが、旧定年後は、まったく評価を行わない

旧定年後は行動・能力に関する評価の評価項目数を減らす

旧定年後は業績・成果に関する評価の目標・ＫＰＩ設定数を減らす

旧定年後は異なる評価項目を設定する

旧定年後は異なる目標やＫＰＩを設定する

旧定年後は行動・能力に関する評価において、異なる評価基準を用いる

（評価段階数を変える、評価基準の内容・表現を調整するなど）

旧定年前と比較して、旧定年後は業績・成果に関する評価において、異なる達成基準を用いる

（評価段階数を変えるなど）

旧定年前と比較して、旧定年後は、行動・能力に関する評価の処遇反映のウエイトを増やす

（業績・成果に関する評価も実施するが、処遇反映のウエイトが下がる）

旧定年前と比較して、旧定年後は、業績・成果に関する評価の処遇反映のウエイトを増やす

（行動・能力に関する評価も実施するが、処遇反映のウエイトが下がる）

その他

旧定年後のシニアの評価制度

• 旧定年後のシニアの評価制度は、「旧定年後は行動・能力に関する評価を行わない」が22.2％で最も
高い

• 次いで、「旧定年後は異なる評価項目を設定する」(21.5％)、「旧定年後は業績・成果に関する評価を
行わない」(20.9％)がほぼ同率で続く

BQ12

(複数選択可)

n=158

評価手法

評価項目数

評価内容

評価基準

評価ウェイト

※定年延長または定年廃止を実施した企業、実施予定の企業が、旧定年後のシニアの評価制度について、旧定年前と比べて変更した点を回答
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1：20.4% 2：13.4% 3：7.0% 4：9.4% 5：7.0% 6：10.2%

7：3.2%

8：26.6% 9：2.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1：60歳未満の特定年齢で役職定年の制度あり

2：60歳で役職定年の制度あり

3：60歳超の特定年齢で役職定年の制度あり（退職より前）

4：役職定年の制度はないが、任期制あり

5：役職定年の制度はないが運用上60歳以前にポストオフ

6：役職定年の制度はないが運用上60歳でポストオフ

7：役職定年の制度はないが運用上60歳超の特定の年齢でポストオフ（退職より前）

8：役職定年の制度はなく、運用による退職前のポストオフも実施していない

9：その他

役職定年やポストオフの実施状況

• 「役職定年あり」の割合が40.8％、「役職定年はないが、運用上ポストオフあり」の割合は20.4％

• 役職定年・ポストオフともに実施していない割合は、26.6％

n=372

BQ13

役職定年の制度あり(40.8％)
役職定年はないが、運用上ポストオフあり

(20.4％)

役職定年・ポストオフなし
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3.今後の退職給付制度の見直しについて



ガイド

ガイド

13

1：43.7% 2：8.3% 3：6.8% 4：9.1% 5：4.4%
6：

3.5%

7：2.1%

8：2.1% 9：19.5%
10：

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1：退職給付水準の見直しを検討していない
2：賃金上昇並みに退職給付水準を上げることを検討したい、または検討している
3：物価上昇並みに退職給付水準を上げることを検討したい、または検討している
4：賃金上昇・物価上昇並みではないが、退職給付水準の多少の引き上げを検討したい、または検討している
5：賃金上昇・物価上昇を上回る退職給付水準の引き上げを検討したい、または検討している
6：過去の経年分のインフレを含めた退職給付水準の引き上げを検討したい、または検討している
7：インフレ対応できる退職給付制度（実績連動型ＣＢなど）の導入を検討したい、または検討している
8：すでにインフレに対応できる退職給付制度（実績連動型ＣＢなど）である
9：現在未定
10：その他

退職給付水準の見直しの検討状況

• 賃金上昇、物価上昇、インフレに対応して見直しを検討したい、または検討している割合は34.2％

• 「退職給付水準の見直しを検討していない」が43.7％

CQ3

見直し検討意向あり(34.2％)

n=339
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1：43.7% 2：5.9% 3：10.3% 4：7.7% 5：5.3%
6：2.7%

7：0.6%

8：15.0% 9：8.0%

10：0.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1：予定利率の見直しを検討していない
2：予定利率の0.1%以上0.5%未満の引き上げを検討したい または検討している
3：予定利率の0.5%以上1.0%以下の引き上げを検討したい または検討している
4：予定利率の1.0%超の引き上げを検討したい または検討している
5：予定利率の0.1%以上0.5%未満以上の引き下げを検討したい または検討している
6：予定利率の0.5%以上1.0%以下の引き下げを検討したい または検討している
7：予定利率の1.0%超の引き下げを検討したい または検討している
8：現在未定
9：DB制度はない
10：その他

予定利率の見直しの検討状況

• 予定利率の引き上げを検討したい、または検討している割合は23.9％

• 予定利率の引き下げを検討したい、または検討している割合は8.6％

• 「予定利率の見直しを検討していない」が43.7％

CQ4

引き上げ意向あり
(23.9％)

引き下げ意向あり
(8.6％)

n=339
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1：10.7% 2：17.2% 3：35.5% 4：24.4% 5：10.3%

6：1.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1：給付増額や加入者への還元に活用済、または活用することを検討している

2：掛金の引き下げに活用済、または活用することを検討している

3：将来の財政悪化に備えて、剰余金は留保するものと整理している

4：特段方針を整理していない

5：剰余金はない

6：その他

DB制度の剰余金の活用方針

• DB制度の剰余金の活用方針は、「将来の財政悪化に備えて、剰余金は留保するものと整理している」
が35.5％で最も高い

• 次いで、「特段方針を整理していない」が24.4％

CQ5

n=262
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4.女性活躍推進



ガイド

ガイド
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41.9%

28.8%

35.2%

35.8%

40.8%

36.9%

45.5%

24.3%

30.2%

20.7%

10.9%

10.9%

15.1%

8.9%

11.5%

5.0%

12.0%

13.7%

25.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

経営トップからメッセージ発信

女性活躍推進の推進体制・専門部署の設置

従業員向けの啓発

管理職向けの啓発

管理職も含む働き方改革

時間や場所を柔軟に選択できる働き方

仕事と育児の両立支援制度の充実

育休・短時間勤務者へのキャリア形成支援

仕事と介護の両立支援制度の充実

女性社員の採用比率向上を目指した採用戦略

性別による配置や異動の偏りの是正

コース別雇用管理区分の見直し

管理職候補の女性社員を対象としたキャリア形成支援プログラム

管理職の女性社員を対象としたキャリア形成支援プログラム

長時間労働ではなく時間あたり生産性を評価

転勤や長期出張対応などの働き方を求める昇進・昇格要件の見直し

育児休業などの休業期間が不利にならない昇進・昇格要件の見直し

役員の女性比率目標の設定

管理職の女性比率目標の設定

女性活躍推進のために実施した施策

• 女性活躍推進のために実施した施策は、「仕事と育児の両立支援制度の充実」が45.5％で最も高い

• 次いで、「経営トップからメッセージ発信」が41.9％、「管理職も含む働き方改革」が40.8％

DQ3-1

n=358

(複数選択可)

推進体制 

職場風土

働き方

両立支援

目標

人事制度

人材育成

採用
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5.ウェルビーイング経営



ガイド

ガイド
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1： 57.4%

1： 53.4%

1： 39.8%

1： 38.3%

1： 27.4%

1： 26.5%

1： 26.0%

1： 38.7%

1： 45.8%

1： 38.3%

1： 28.1%

2： 26.2%

2： 31.9%

2： 26.2%

2： 24.3%

2： 44.9%

2： 48.9%

2： 46.6%

2： 39.5%

2： 33.0%

2： 36.9%

2： 37.6%

3： 16.4%

3： 14.8%

3： 34.1%

3： 37.4%

3： 27.7%

3： 24.6%

3： 27.4%

3： 21.8%

3： 21.2%

3： 24.9%

3： 34.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ヘルスケアの充実(n=390)

メンタルケアの充実(n=386)

フレックス勤務等の時間的制約をなくす仕組みの充実(n=367)

在宅勤務・サテライトオフィス等の業務場所の選択肢の充実(n=366)

やりたい仕事ができるキャリア形成の仕組みの充実 (n=361)

個人のキャリア・能力の達成度合いの見える化(n=366)

個人への業務上でのサポート体制の充実(n=354)

社内コミュニケーションの充実(n=372)

給与・賞与・手当等による処遇改善(n=373)

資産形成を支援する社内制度の充実(n=358)

資産形成を支援する情報提供の充実(n=356)

1：重視して取り組んでいる 2：今後重視して取り組む予定 3：重視して取り組んでいない

ウェルビーイング経営の取り組み状況

• 「重視して取り組んでいる」割合が最も高いのは「ヘルスケアの充実」で57.4％

• 一方、「今後重視して取り組む予定」の割合が最も高いのは「個人のキャリア・能力の達成度合いの
見える化」で48.9％

EQ1
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6.人事制度および人材マネジメント

～人材確保、賃上げ～
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31.1%

41.4%

16.2%

15.3%

13.1%

17.1%

25.7%

21.6%

16.7%

16.2%

12.2%

10.8%

24.8%

21.2%

24.8%

25.2%

13.5%

5.4%

0.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

経営戦略と人事戦略の連動

人材ポートフォリオの策定、異動配置、要員計画

人材マネジメントにおけるコンセプト・メッセージの明確化

役員指名、適切な役員報酬の設定

サクセッションプランの策定、プログラム化

コースや等級制度の見直し

評価制度の見直し、適切な目標設定、面談におけるフィードバックの充実化

報酬制度の見直し

高度専門人材の採用

高度専門人材以外の、新卒採用・キャリア採用

ＯＪＴ、Ｏｆｆ－ＪＴ等の育成施策の見直し

自律的なキャリア形成支援、キャリアパスの明確化

定年延長、シニア活用・活性化

育児・介護と業務の両立支援

業務効率化、業務量適正化

人事データ活用、人事データの可視化

人事部リソースの充足、人事部の機能変革（ＨＲＢＰ設置など）

人事施策に対するＫＰＩ設定

その他

優先度が高い人事課題

• 優先度が高い人事課題は、「人材ポートフォリオの策定、異動配置、要員計画」が41.4％で最も高い

• 次いで、「経営戦略と人事戦略の連動」が31.1％で、いずれも人材戦略の項目

FQ1

n=222

(複数選択可)

人材戦略 

役員マネジメント 

人事制度 

人事の高度化 

働き方 

人材フロー 

シニア活用 
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60.4%

30.0%

23.8%

21.1%

10.1%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ベースアップを実施

賞与（業績連動部分を除く）で対応

福利厚生の強化・改善で対応

各種手当（物価手当の新設を含む）で対応

実施していない

その他

2025年の賃上げ(定期昇給は除く)の実施状況

• 2025年の賃上げの実施状況は、「ベースアップを実施」が60.4％と最も高く、続いて「賞与で対応」が
30.0％

• 「実施していない」は、10.1％にとどまる

GQ1

n=227

(複数選択可)
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47.3%

29.1%

24.5%

22.7%

21.8%

17.7%

17.7%

11.8%

9.5%

0.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

物価上昇への対応

賃金引上げに関する政府要請への対応

労働組合からの要請

人員の確保・社員の離職防止（リテンション）

採用競争力の向上（人員不足への対応）

自社の好業績を反映

生産性の維持・向上

社員の処遇改善（中途退職の防止含む）

従業員エンゲージメント向上（モチベーションの向上）

その他

2025年の賃上げ(定期昇給は除く)を実施した(予定も含む)目的・理由

• 賃上げを実施した目的・理由は、「物価上昇への対応」が47.3％で最も高い

• 次いで、「賃金引上げに関する政府要請への対応」が29.1％

GQ2

n=220

(3つまで選択可)
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65.6%

52.6%

39.0%

13.0%

11.7%

11.0%

10.4%

8.4%

7.1%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

一律的な（定額・定率の）引上げ

新卒者の初任給の引上げ

若手層（30歳まで）への重点的な引上げ

ベテラン層（45歳以上）への重点的な引上げ

子育て世帯への支援

中堅層（30～45歳）への重点的な引上げ

非正規社員への処遇改善

優秀者（業績・貢献度の高い社員）への重点的な引上げ

管理職層への重点的な引上げ

その他

賃上げ(定期昇給は除く)～優先度が高く、実施したもの～

• 賃上げの対象に優先度を付けず、「一律的な引上げ」が65.6％で最も高い

• 次いで、「新卒者の初任給」が52.6％、「若手層(30歳まで)」が39.0％と高い

• 一方、「優秀者(業績・貢献度の高い社員)」「管理職層」が1割弱と優先度は低く考えられている

GQ3-1

n=154

(3つまで選択可)
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41.1%

18.8%

17.9%

15.9%

12.1%

3.4%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

一律の金額（定額）で引き上げ

一律の割合（定率）で引き上げ

条件によって引き上げ額に差を設ける（職務・職種の違い）

条件によって引き上げ額に差を設ける（転居を伴う異動の有無）

条件によって引き上げ額に差を設ける（卒業区分の違い）

初任給を上げていない

その他

初任給の引き上げ方法

• 賃上げの対象に優先度を付けず、「一律の金額(定額)で引き上げ」が41.1％で最も高い

• 次いで、「一律の割合(定率)で引き上げ」が18.8％

GQ4

n=207

(複数選択可)



ガイド

ガイド

26

28.0%

22.5%

20.3%

15.4%

13.2%

13.2%

12.6%

11.0%

9.3%

3.8%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

基本給カーブの改定（特定の等級や低評価者などの給与原資抑制）

賞与計算式の改定（特定の等級や低評価者などの賞与原資抑制）

賞与原資の一部（賞与のＸヵ月またはＸ％相当）を月例給に付け替え

（年収における月例給比率の引上げ）

人件費以外の費用の見直し（管理費、広告費等）

手当を一部廃止・減額

一部の原資を会社の持ち出しで対応

すべての原資を会社の持ち出しで対応

退職給付（一時金・企業年金）を減額

福利厚生を一部廃止

補助金や助成金などの原資を活用

その他

初任給の引き上げの原資

• 初任給の引き上げの原資は、「基本給カーブの改定(特定の等級や低評価者などの給与原資抑制)」
が28.0％で最も高い

• 次いで、「賞与計算式の改定(特定の等級や低評価者などの賞与原資抑制)」が22.5％

GQ6

n=182

(複数選択可)
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1：27.9% 2：31.3% 3：35.8% 4：5.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1:実施しない

2:2025年を上回る水準の賃上げを想定

3:2025年並みの水準の賃上げを想定

4:2025年を下回る水準の賃上げを想定

5:その他

2026年の賃上げ(定期昇給は除く)意向

• 2026年の賃上げ意向は、「2025年並みの水準」が35.8％で最も高く、次いで「2025年を上回る水準」が
31.3％で続く

• さらに、「2025年を下回る水準」を含めると、2026年の賃上げ意向は7割を超える

GQ8-1

2026年の賃上げ意向
(72.1％)

n=179
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1：27.7% 2：28.2% 3：36.2% 4：7.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1:実施しない

2:2025年を上回る水準の賃上げを想定

3:2025年並みの水準の賃上げを想定

4:2025年を下回る水準の賃上げを想定

5:その他

2026年の初任給の引上げ意向

• 2026年の初任給の引上げ意向は、「2025年並みの水準」が36.2％で最も高く、次いで「2025年を
上回る水準」が28.2％

• さらに、「2025年を下回る水準」を含めると、賃上げ同様初任給の引き上げ意向も7割を超える

GQ8-2

n=177

2026年の初任給の引上げ意向
(72.3％)
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7.人的資本経営と人的情報開示
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48.0%

40.4%

39.6%

34.5%

28.2%

11.7%

0.0%

18.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

自社ウェブサイトでの開示

サステナビリティレポートの発行

統合レポート、統合報告書の発行

有価証券報告書での開示

Ｈｕｍａｎ Ｃａｐｉｔａｌ Ｒｅｐｏｒｔ、人的資本レポートの発行

ＩＳＯ30414の認証取得

その他

現在取り組んでいるものはない

人的資本の情報開示に関する現在の取り組み

• 人的資本の情報開示に関する現在の取り組みは、「自社ウェブサイトでの開示」が48.0％で最も高い

• 次いで、「サステナビリティレポートの発行」(40.4％)、「統合レポート、統合報告書の発行」(39.6％)

IQ1-1

n=394

(複数選択可)
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17.4%

16.5%

13.9%

13.6%

13.6%

8.2%

0.3%

39.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

サステナビリティレポートの発行

ＩＳＯ30414の認証取得

統合レポート、統合報告書の発行

Ｈｕｍａｎ Ｃａｐｉｔａｌ Ｒｅｐｏｒｔ、人的資本レポートの発行

自社ウェブサイトでの開示

有価証券報告書での開示

その他

検討している取り組みはない

人的資本の情報開示に関する検討している取り組み

• 人的資本の情報開示に関する検討している取り組みは、いずれの項目も10％台にとどまる

IQ1-2

n=316

(複数選択可)
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8.株式報酬制度
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27.1%

24.1%

20.1%

10.1%

9.0%

4.5%

23.1%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

すでに「株式報酬制度（信託型）」

（信託スキームを通じて自社株式を交付）を導入済である

すでに「株式報酬制度（ストックオプション）」を導入済である

すでに「特定譲渡制限付株式（Restricted Stock）」を導入済である

すでに「株式報酬制度（信託型）」／

「特定譲渡制限付株式（Restricted Stock）」／

「株式報酬制度（ストックオプション）」以外の「株式報酬制度」を導入済である

「株式報酬制度」の導入については現在検討中である

「株式報酬制度」の導入について具体的な検討はまだであるが関心はある

「株式報酬制度」について今のところ導入予定はない

その他

株式報酬制度の導入状況

• 導入済の株式報酬制度は、「信託型」が27.1％で最も高く、次いで「ストックオプション」が24.1％、
「特定譲渡制限付株式(Restricted Stock)」が20.1％

• 「今のところ導入予定はない」は23.1％

JQ1

n=199

(複数選択可)
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9.福利厚生関連制度の動向
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72.0%

65.7%

65.0%

61.8%

59.7%

57.5%

50.5%

46.0%

41.2%

35.2%

26.2%

24.7%

0.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

子育て支援（休暇、勤務時間、資金補助等）

介護支援（休暇、勤務時間、資金補助等）

健康管理・医療補助の支援（傷病手当、休暇、復職支援、生活習慣指導等）

慶弔・災害支援

住宅支援（寮・社宅、家賃補助、住宅手当、提携ローン等）

資産形成支援（財形、年金等）

キャリア形成支援（自己啓発、研修、資格取得の補助金等）

転勤費用支援（引越費用補助、帰省手当等）

テレワーク関連支援（在宅勤務手当、PC・ネットワーク環境の整備、コミュニケーション・

健康サポート支援、サテライトオフィスの導入等）

生活支援（食堂、運動施設、保養所等）

カフェテリアプラン

コミュニケーション支援（社員間の会食・旅行等の資金補助等）

その他

導入済みの福利厚生関連制度・施策

• 現在導入済みの福利厚生関連制度・施策は、「子育て支援」が72.0％で最も高い

• 次いで、「介護支援」が65.7％、「健康管理・医療補助の支援」が65.0％

KQ1

n=600

(複数選択可)
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1:制度・内容の拡大 2:制度・内容に変化はない 3:制度・内容の縮小

1： 14.1%

1： 17.6%

1： 16.8%

1： 11.5%

1： 23.7%

1： 7.2%

1： 14.6%

1： 12.4%

1： 10.7%

1： 14.7%

2： 82.6%

2： 76.1%

2： 79.6%

2： 80.4%

2： 69.4%

2： 87.2%

2： 79.9%

2： 81.7%

2： 78.6%

2： 76.1%

3： 3.4%

3： 6.3%

3： 3.6%

3： 8.1%

3： 6.9%

3： 5.6%

3： 5.4%

3： 5.8%

3： 10.7%

3： 9.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

各種費用補助（健康診断、傷病手当、

婦人科検診、運動支援等）(n=298)

各種休暇、勤務制度（傷病休暇、婦人科検診等）(n=238)

その他制度（生活習慣指導、

メンタルヘルスケア支援等）(n=304)

引越費用の補助、単身赴任者の定期的な帰省手当等(n=296)

在宅勤務手当、機器レンタル等の環境整備、

サテライトオフィス等(n=245)

祝い金、見舞金等の支給(n=376)

自己啓発、研修、資格取得の補助金等(n=314)

昼食費補助、食堂の提供、

その他生活サービスの利用支援(n=241)

社員間の会食・旅行等の資金補助等、

クラブ活動に対する場所提供、資金補助等(n=196)

左記を含む各種制度の一部または全てを

カフェテリアプラン方式で提供(n=184)

1： 13.2%

1： 7.9%

1： 12.4%

1： 11.5%

1： 13.6%

1： 10.1%

1： 13.7%

1： 18.4%

1： 19.9%

1： 16.0%

2： 62.7%

2： 64.2%

2： 68.4%

2： 57.6%

2： 73.9%

2： 71.3%

2： 81.6%

2： 73.3%

2： 76.1%

2： 80.3%

3： 24.1%

3： 27.9%

3： 19.1%

3： 30.9%

3： 12.5%

3： 18.6%

3： 4.7%

3： 8.3%

3： 3.9%

3： 3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

借上寮(n=212)

保有寮(n=190)

借上社宅(n=225)

保有社宅(n=165)

家賃補助(n=287)

持家の従業員向けの補助(n=129)

持ち株会、財形貯蓄制度、確定拠出年金制度（DC）、

確定給付年金制度（DB）、各種保険の割引制度(n=386)

各種費用補助（法定外の育休手当、

家事支援・ベビーシッター利用のための費用補助等）(n=206)

各種休暇、勤務制度（法定外の育休制度、育児のための時短勤

務、短日勤務等のフレキシブル勤務制度、法定外の看護休暇）

(n=381)

休暇、勤務時間、資金補助等(n=375)

福利厚生関連制度・施策の過去5年間の動向～制度・内容の拡充・縮小～

• 福利厚生関連制度・施策の多くの項目で、「制度・内容に変化はない」が多数を占める中、「制度・内容
の拡充」が最も高いのは、「在宅勤務手当、機器レンタルなどの環境整備、サテライトオフィス等」で
23.7％

• 次いで、「各種休暇、勤務制度(法定外の育休制度、育児のための時短勤務、短日勤務等のフレキシ
ブル勤務制度、法定外の看護休暇)」が19.9％で続く

KQ3-2-a

※項目数が多いため、左右に分けての記載
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福利厚生制度・施策の見直し理由

• 福利厚生制度・施策の見直し理由は、「人材定着のため」が43.0％で最も高い

• 次いで、「従業員満足度向上のため」が26.5％、「優秀な人材の新規確保のため」が26.2％で続き、
人材の確保・定着を目的とした見直しが多いことがうかがえる

KQ6

43.0%

26.5%

26.2%

18.6%

18.3%

14.6%

12.2%

10.1%

9.2%

8.9%

6.5%

4.9%

4.4%

4.4%

3.4%

2.3%

2.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

人材定着のため

従業員満足度向上のため

優秀な人材の新規確保のため

新しい働き方の定着・活性化のため

経営目標や経営戦略に合わせた制度に見直すため

時代や価値観の変化に即した見直しのため

女性の活躍推進のため

従業員のスキルアップのため

管理・運営負担の軽減

総人件費の削減のため

福利厚生にかかる従業員格差是正のため

ＤＥ＆Ｉ推進のため

利用者が少ないため

組合からの要請があったため

外国人の活躍推進のため

他の施策・制度に統合するため

その他

n=596

(3つまで選択可)
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10.クロス集計編

※クロス集計編では、２つの設問への回答を組み合わせた集計結果を掲載している

※回答形式として複数選択可の設問を対象としたクロス集計においては、1企業が複数の

グラフに重複計上されている場合がある

※資料内の「全体」のグラフは1つの設問への回答結果であり、クロス集計対象の２つの

設問に回答していない企業を含む。そのため、クロス集計の各回答数の合計と全体の

回答数が一致しない場合がある
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2025年度大卒（四大卒）の初任給の引上げ額

• 初任給が300,000円以上の企業は、200,000円未満、200,000円以上250,000円未満の企業と比較して
初任給の引上げ額が高い

GQ7-22025年度の大卒・初任給額別

1: 19.6%

1: 9.4%

1: 11.1%

1: 9.1%

1: 12.2%

2: 28.3%

2: 14.6%

2: 3.7%

2: 18.2%

2: 16.7%

3: 10.9%

3: 13.5%

3: 18.5%

3: 18.2%

3: 13.9%

4: 15.2%

4: 20.8%

4: 7.4%

4: 16.1%

5: 13.0%

5: 15.6%

5: 18.5%

5: 18.2%

5: 15.6%

6: 6.5%

6: 9.4%

6: 14.8%

6: 9.1%

6: 9.4%

7: 2.2%

7: 8.3%

7: 7.4%

7: 6.1%

8: 4.2%

8: 9.1%

8: 2.8%

9: 4.3%

9: 4.2%

9: 18.5%

9: 18.2%

9: 7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

200,000円未満

(n=46)

200,000円以上

250,000円未満

(n=96)

250,000円以上

300,000円未満

(n=27)

300,000円以上

(n=11)

全体(n=180)

1：2,500円未満 2：2,500円以上5,000円未満 3：5,000円以上7,500円未満

4：7,500円以上10,000円未満 5：10,000円以上12,500円未満 6：12,500円以上15,000円未満

7：15,000円以上17,500円未満 8：17,500円以上20,000円未満 9：20,000円以上
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1: 34.0%

1: 24.5%

1: 24.0%

1: 36.4%

1: 27.7%

2: 25.5%

2: 34.0%

2: 16.0%

2: 18.2%

2: 28.2%

3: 23.4%

3: 37.2%

3: 56.0%

3: 36.4%

3: 36.2%

4: 17.0%

4: 4.3%

4: 4.0%

4: 9.1%

4: 7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

200,000円未満

(n=47)

200,000円以上

250,000円未満

(n=94)

250,000円以上

300,000円未満

(n=25)

300,000円以上

(n=11)

全体(n=177)

1：実施しない 2：2025年を上回る水準の賃上げを想定 3：2025年並みの水準の賃上げを想定

4：2025年を下回る水準の賃上げを想定 5：その他

2026年の初任給引上げ意向

• 大卒・初任給額が「200,000円以上250,000円未満」の企業は、「2025年を上回る水準の賃上げを想定」
が34.0％であり、全体に比べて高い

GQ8-22025年度の大卒・初任給額別
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1：4.5%

1：3.3%

1:3.8%

2：11.3%

2：1.1%

2:5.4%

3：12.8%

3：1.1%

3:6.0%

4：15.0%

4：7.1%

4:10.4%

5：17.3%

5：6.0%

5:10.7%

6: 9.0%

6: 14.7%

6: 12.3%

7: 12.8%

7: 31.0%

7: 23.3%

8: 13.5%

8: 29.3%

8: 22.7%

9: 1.5%

9: 5.4%

9: 3.8%

10: 2.3%

10: 1.1%

10: 1.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

61歳以上

(n=133)

60歳

(n=184)

全体(n=317)

1：1,000万円以上 2：900万円以上1,000万円未満 3：800万円以上900万円未満 4：700万円以上800万円未満

5：600万円以上700万円未満 6：500万円以上600万円未満 7：400万円以上500万円未満 8：300万円以上400万円未満

9：300万円未満 10：その他

60歳以降の平均年収

BQ9定年年齢別

300万円以上500万円未満 60.3％

• 定年が60歳の企業における60歳以降の平均年収は、「400万円以上500万円未満」が31.0％で最も高く、
「300万円以上500万円未満」がボリュームゾーンで60.3%を占める

• 定年が61歳以上の企業では、500万円以上で69.9％を占める

500万円以上 69.9％
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Memo



ご留意事項
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• 本資料に記載している見解等は本資料作成時における見解等であり、経済環境、企業動向の変化や相場変動、労働法制、

年金制度や税制等の変更によって予告なしに内容が変更されることがあります。また、記載されている推計計算の結果等

につきましては、前提条件の設定方法によりその結果等が異なる場合がありますので、充分ご留意ください。

• 本資料は、弊社が公に入手可能な情報に基づき作成したものですが、その内容の正確性・完全性を保証するものではあり

ません。施策の実行にあたっては、実際の会計処理・税務処理等につき、顧問会計士・税理士・社会保険労務士等にご確

認くださいますようお願い申し上げます。

• 本資料の分析結果・シミュレーション等を利用したことにより生じた損害については、当社は一切責任を負いません。

• 本資料の著作権は三菱UFJ信託銀行および三菱UFJリサーチ＆コンサルティングに属し、その目的を問わず無断で引用ま

たは複製することを禁じます。



三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 トータルリワード戦略コンサルティング部

〒100-8212 東京都千代田区丸の内1-4-5

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 組織人事ビジネスユニット

〒105-8501 東京都港区虎ノ門5-11-2 オランダヒルズ森タワー
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